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補助金名 集会施設補助金

18,199

昭和53 33年度 年度

28,305
4

交付対象経費及び
補助金の算定方法

等

※１：金額総額であり、複数の団体等に交付している場合、個々の団体等への交付額等を示すものではあり
ません。また、当該年度は当初予算額を記載しております。

（公募の場合）
公募時期

補助金の目的
及び

補助対象事業

経過年数

　地域住民の福祉の向上とコミュニティ振興を図るため、自治組織の活動の拠点である
集会施設の設置促進を目的として、自ら行う集会施設の設置等に対し助成を行うもの。

補助開始年度

20,283

交付先決定方法 □　公募

17,588

       補助金調書

交付状況等
【上段：交付件数】
【下段：決算】
（※１）

当該年度 前年度 前々年度 前々々年度

担当課
（連絡先）

市民局コミュニティ推進部公民館調整課
（ＴＥＬ 711-4654）

8 6

地域住民団体 区分 建設費に対する補助金

集会施設の新築等を行う予定年度の前年度８月末まで

　□　定率

【補助対象経費、補助金額の算定方法・考え方】
　補助率：1/2
　補助限度額：
　　・新築・購入…800万円
　　・増築・改築…200万円
　　・修繕…100万円

　（参考）借上に対する助成あり
　　・借上（16回を限度）…50万円/年

交　付　先 □　団体

（公募の場合）
応募要件

地域住民団体

前年度補助事業
の主な実施概要

新築・購入  ４件（ ２５，２９５千円 ）
増築・改築  ０件（            ０千円 ）
修繕        　４件（   ３，０１０千円 ）

補助金交付
による効果

　自治組織が自治活動を行う中で集会施設を必要とする場合、整備等に係る財源の確保は大き
な負担であること、また自治活動の一定の公益性があることから、整備等に係る費用の一部を助
成し、自治組織の負担を軽減することで自主的な活動の促進に寄与している。


